
令和元年度　事務事業評価表 〈令和２年度 評価実施〉 千歳市

◎基本情報

◎事業概要（ＰＬＡＮ）

◎実施結果（ＤＯ） 令和２年度は見込値

↓　活動単位当たりのコスト算出指標（１つ選択）

○ 1

2

3

第６期総合計画
への位置付け

まちづくりの基本目標 展開方針 施　　策

安全で安心して暮らせるまち 住宅環境の整備 公営住宅の整備

事業番号 305201

事業名 公的賃貸住宅家賃対策業務
事業期間 H17～H34

事業の種類 自主事業

実施根拠 実施の根拠法令・条例等の名称 法令（任意） 高齢者居住法

事業担当 建設部市営住宅課住宅管理係 連
絡
先

e-mail shieijutaku@city.chitose.lg.jp

電話番号

公的賃貸住宅で、安定的に生活できるようにする。

（総合代表） 0123-24-3131 内線 245

評価者 市営住宅課長　田中　康仁　 （直通番号） 0123-24-0427

指標名
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 単位

事業
内容

目的を達成するた
め、手段としてどのよ
うな活動を行っている
のか

　「高齢者の居住の安定確保に関する法律｣（略称：高齢者居住法）に基づく高
齢者向け優良賃貸住宅の事業者に対して、家賃の減額に要する費用の一部
を補助する。

事業
目的

<対象>
誰（何）を対象にして
いるか

公的賃貸住宅入居者

細事業

公的賃貸住宅家賃対策業務

<意図>
対象をどのような状態
にしたい（目指す）
のか

35 件

実績

高齢者優良賃貸住宅家賃補助金交付件
数

実績 31 31 35

成果
指標

対象に
どのような
効果が
あったか
示す指標

　
本来の
指標 入居者の満足度

目標 100 100

活動
指標

実施した
事業の

活動量を
示す指標

実績

100 100

％○
代替
指標 補助金交付率

実績 100 100 100

％

予算事業名称 コスト分析 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 単位

計算式
指標の説明

交付件数/交付対象件数

目標達成率（実績／目標） 100.0 100.0 100.0

10,140 10,140

千円

事業費　決算 （C+D+E） （B） 9299 9204 10,041

高齢者優良賃貸住宅家賃補
助事業費 事業費　予算 （A） 9299 10140

財
源
内
訳

国道支出金 （C） 4220 4351 4,926

一般財源 （E） 5079 4853 5,115

その他 （D） 0 0 0

職員数（関与割合） （G） 0.09 0.09 0.08

人件費 （F） 617 625 625

人

総事業費 （B+F） （H） 9916 9829 10,666 千円

5.9 ％

活動単位当たりのコスト （H/活動実績） （J） 319.9 317.1 304.7

人件費率 （F/H） （Ｉ） 6.2 6.4

千円

公的賃貸住宅家賃対策業務



◎項目別評価（ＣＨＥＣＫ）

◎今後の方向性（ＡＣＴＩＯＮ）

◎二次評価

◎関連

事務事業の性質

Ⅰ 市が保障する市民生活の最低水準に関わる事業
事務事業
の必要性

市民ニーズの動向

Ⅰ 社会情勢の変化により、市民ニーズが増加傾向にあるもの

ⅡⅡ 市民ニーズの動向や利用者の需要に大きな変化がないもの
Ⅲ

ⅠⅡ 市民の生命・財産・権利を守るために必要な事業
Ⅲ 市民生活を豊かにするために実施する特色ある事業
Ⅳ 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの

社会情勢の変化により、市民ニーズが減少傾向にあるもの
Ⅳ 市内部組織を対象とするなど、市民ニーズとは直接関連しないもの

経済性
実施方法の変更などにより
事業費の削減が図られてい
るか(総事業費）

A 事業費は削減傾向にある

企業や市民団体等による実施が妥当な事業

対象者の範囲

Ⅰ 大多数の市民に提供され、市民生活に必要不可欠なもの

Ⅲ
Ⅱ 大多数の市民に提供されるが、選択可能なもの
Ⅲ 特定の個人又は集団に提供され、市民生活に必要不可欠なもの
Ⅳ

市の関与
の妥当性

事務事業の実施主体

Ⅰ 法令等の定めにより、市が実施主体となる事業

ⅠⅡ 法令等の定めはないが、公共性や公益性の観点から市が実施主体となる事業

Ⅲ 企業や市民団体等が実施主体となり、市が補完的な役割を行う事業
Ⅳ

BB 事業費に大きな変動はない

C 事業費は増加傾向にある

－ 当年度からの新規事業

特定の個人又は集団に提供されるが、選択可能なもの
Ⅴ 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの

当年度からの新規事業

有効性
事業目的を達成できている
か（目標達成率）

A 95％以上達成できている

AB 70から95％達成できている

C 70％未満の達成率である

効率性
作業手順の見直しにより、
業務改善が図られているか
（活動単位当たりのコスト）

A コストは削減傾向にある

BB コストに大きな変動はない

C コストは増加傾向にある

－

－ 目標達成率が算出できない

C評点の場
合、その理
由・原因

手段の
妥当性

事業目的を達成するために
実施している細事業につい
て、類似事業はないか

A 類似事業はない又は人件費事業である

AB 類似事業を含むが、統合・移管するには十分検証する必要がある

C 類似事業を含み、部分的に統合・移管が可能である

D 統合・移管すべき事業を含む

前年の
二次評価
コメント

改善
内容
→

総合評価
現状と
課題

　高齢者向け優良賃貸住宅に空室が出た場合、入居者募集について、広報活動の助言や協力を行い、入居者を確保してい
る。

今後の
方向性

1. 現状のまま継続 2. 見直して継続 ３. 休止・廃止 ４. 終了・完了
1

　―１. 拡大 ―２. 縮小

今後の
改善案等

実施予定時期 改善の対象となる項目（細事業等）

・改善（または休止・廃止）
する理由は何か
・どのように改善するのか

―３. 手段の見直し ―４. その他（統合・移管等）

↓「現状のまま継続」の場合は、本事業により得られる事業効果を以下の欄に記入してください。

事業効果 高齢者が公的賃貸住宅で安定した生活を送ることができる。

↓「見直して継続」・「休止・廃止」の場合は以下の欄に記入してください。

市長公約

二次評価
コメント

※この欄は、評価委員会による二次評価欄なので、担当課では記載しないでください。

実施計画
重点施策

今後の
方向性

１. 現状のまま継続 ２. 見直して継続 ３. 休止・廃止 ４. 終了・完了

　―１. 拡大 ―２. 縮小 ―３. 手段の見直し ―４. その他（統合・移管等）

公的賃貸住宅家賃対策業務



令和元年度　事務事業評価表 〈令和２年度 評価実施〉 千歳市

◎基本情報

◎事業概要（ＰＬＡＮ）

◎実施結果（ＤＯ） 令和２年度は見込値

↓　活動単位当たりのコスト算出指標（１つ選択）

○ 1

2

3

第６期総合計画
への位置付け

まちづくりの基本目標 展開方針 施　　策

あったかみのある地域福祉のまち 心のふれあうコミュニティづくり 移住・定住の促進

事業番号 109307

事業名 住まいのコンシェルジュ事業
事業期間 H27～

事業の種類 自主事業

実施根拠 実施の根拠法令・条例等の名称 その他 千歳市人口ビジョン・総合戦略

事業担当 建設部主幹（建築政策担当） 連
絡
先

e-mail kenchikuseisaku@city.chitose.lg.jp

電話番号

良好な住宅で生活できるようにする。

（総合代表） 24-3131 内線 541

評価者 主幹（建築政策担当）　　山下　隆裕　 （直通番号） 24-0430

指標名
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 単位

事業
内容

目的を達成するた
め、手段としてどのよ
うな活動を行っている
のか

　住宅の新築、増築、改修等に関する各種手続き、法律、設計、支援制度、
融資制度及び税などの相談対応及び情報提供を行う。また、「千歳市空き家・
空き地情報」ホームページによる情報提供を行う。

事業
目的

<対象>
誰（何）を対象にして
いるか

市民及び千歳市への移住希望者

細事業

住まいのコンシェルジュ事業

<意図>
対象をどのような状態
にしたい（目指す）
のか

25 件

実績

問合せ相談件数 実績 28 26 23

成果
指標

対象に
どのような
効果が
あったか
示す指標

　
本来の
指標 千歳市の人口

目標 96420 96682

活動
指標

実施した
事業の

活動量を
示す指標

実績

96901 97,000

人代替
指標

実績 96711 96984 97,410

％

予算事業名称 コスト分析 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 単位

計算式
指標の説明

目標達成率（実績／目標） 100.4 100.4 100.6

0 0

千円

事業費　決算 （C+D+E） （B） 0 0 0

（人件費事業） 事業費　予算 （A） 6 6

財
源
内
訳

国道支出金 （C） 0 0 0

一般財源 （E） 0 0 0

その他 （D） 0 0 0

職員数（関与割合） （G） 0.05 0.05 0.04

人件費 （F） 308 313 313

人

総事業費 （B+F） （H） 308 313 313 千円

100.0 ％

活動単位当たりのコスト （H/活動実績） （J） 11.0 12.0 13.6

人件費率 （F/H） （Ｉ） 100.0 100.0

千円

住まいのコンシェルジュ事業



◎項目別評価（ＣＨＥＣＫ）

◎今後の方向性（ＡＣＴＩＯＮ）

◎二次評価

◎関連

事務事業の性質

Ⅰ 市が保障する市民生活の最低水準に関わる事業
事務事業
の必要性

市民ニーズの動向

Ⅰ 社会情勢の変化により、市民ニーズが増加傾向にあるもの

ⅡⅡ 市民ニーズの動向や利用者の需要に大きな変化がないもの
Ⅲ

ⅢⅡ 市民の生命・財産・権利を守るために必要な事業
Ⅲ 市民生活を豊かにするために実施する特色ある事業
Ⅳ 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの

社会情勢の変化により、市民ニーズが減少傾向にあるもの
Ⅳ 市内部組織を対象とするなど、市民ニーズとは直接関連しないもの

経済性
実施方法の変更などにより
事業費の削減が図られてい
るか(総事業費）

A 事業費は削減傾向にある

企業や市民団体等による実施が妥当な事業

対象者の範囲

Ⅰ 大多数の市民に提供され、市民生活に必要不可欠なもの

Ⅳ
Ⅱ 大多数の市民に提供されるが、選択可能なもの
Ⅲ 特定の個人又は集団に提供され、市民生活に必要不可欠なもの
Ⅳ

市の関与
の妥当性

事務事業の実施主体

Ⅰ 法令等の定めにより、市が実施主体となる事業

ⅡⅡ 法令等の定めはないが、公共性や公益性の観点から市が実施主体となる事業

Ⅲ 企業や市民団体等が実施主体となり、市が補完的な役割を行う事業
Ⅳ

BB 事業費に大きな変動はない

C 事業費は増加傾向にある

－ 当年度からの新規事業

特定の個人又は集団に提供されるが、選択可能なもの
Ⅴ 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの

当年度からの新規事業

有効性
事業目的を達成できている
か（目標達成率）

A 95％以上達成できている

AB 70から95％達成できている

C 70％未満の達成率である

効率性
作業手順の見直しにより、
業務改善が図られているか
（活動単位当たりのコスト）

A コストは削減傾向にある

BB コストに大きな変動はない

C コストは増加傾向にある

－

－ 目標達成率が算出できない

C評点の場
合、その理
由・原因

手段の
妥当性

事業目的を達成するために
実施している細事業につい
て、類似事業はないか

A 類似事業はない又は人件費事業である

AB 類似事業を含むが、統合・移管するには十分検証する必要がある

C 類似事業を含み、部分的に統合・移管が可能である

D 統合・移管すべき事業を含む

前年の
二次評価
コメント

改善
内容
→

総合評価
現状と
課題

市営住宅課職員が窓口や電話で住宅に関する相談対応や情報提供を随時行っている。
また、「千歳市空き家・空き地情報」ホームページを開設し、民間の不動産情報や北海道空き家情報バンクの紹介を行ってい
る。

今後の
方向性

1. 現状のまま継続 2. 見直して継続 ３. 休止・廃止 ４. 終了・完了
1

　―１. 拡大 ―２. 縮小

今後の
改善案等

実施予定時期 改善の対象となる項目（細事業等）

・改善（または休止・廃止）
する理由は何か
・どのように改善するのか

―３. 手段の見直し ―４. その他（統合・移管等）

↓「現状のまま継続」の場合は、本事業により得られる事業効果を以下の欄に記入してください。

事業効果 千歳市民の定住促進及び千歳市への移住者の増加。

↓「見直して継続」・「休止・廃止」の場合は以下の欄に記入してください。

市長公約

二次評価
コメント

※この欄は、評価委員会による二次評価欄なので、担当課では記載しないでください。

実施計画
重点施策

今後の
方向性

１. 現状のまま継続 ２. 見直して継続 ３. 休止・廃止 ４. 終了・完了

　―１. 拡大 ―２. 縮小 ―３. 手段の見直し ―４. その他（統合・移管等）

住まいのコンシェルジュ事業



令和元年度　事務事業評価表 〈令和２年度 評価実施〉 千歳市

◎基本情報

◎事業概要（ＰＬＡＮ）

◎実施結果（ＤＯ） 令和２年度は見込値

↓　活動単位当たりのコスト算出指標（１つ選択）

○ 1

2

3

第６期総合計画
への位置付け

まちづくりの基本目標 展開方針 施　　策

安全で安心して暮らせるまち 安心して暮らせる川づくりの推進 治水事業の推進

事業番号 307102

事業名 治水対策事業
事業期間 不明～終期なし

事業の種類 自主事業

実施根拠 実施の根拠法令・条例等の名称 その他

事業担当 建設部事業庶務課事業調整係 連
絡
先

e-mail jigyoshomu@city.chitose.lg.jp

電話番号

生命・財産を保全し、流域の発展に寄与する。

治水促進活動業務

（総合代表） 0123-24-3131 内線 262

評価者 事業庶務課長　菊地　　誠 （直通番号） 0123-24-0692

指標名
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 単位

事業
内容

目的を達成するた
め、手段としてどのよ
うな活動を行っている
のか

　河川の氾濫や内水浸水などの洪水被害を防止または軽減するため、関係機
関との連携や治水関係団体に参画して、国や北海道への要望活動等により河
川整備の促進を図り、治水対策を促進する。

事業
目的

<対象>
誰（何）を対象にして
いるか

流域住民・事業活動

細事業

河川事業促進業務

流域連携活動業務

<意図>
対象をどのような状態
にしたい（目指す）
のか

10 回

流域連携の会議出席回数 実績 9 9 9 9 回

河川事業促進業務の要請・要望・調整回
数

実績 10 10 10

10 10 回

成果
指標

対象に
どのような
効果が
あったか
示す指標

　
本来の
指標 治水対策・河川整備の進捗度

目標 42 56

活動
指標

実施した
事業の

活動量を
示す指標

治水促進の会議出席回数 実績 10 10

57 58

％○
代替
指標 河川整備延長割合

実績 51 53 57

％

予算事業名称 コスト分析 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 単位

計算式
指標の説明

千歳川河川整備計画による千歳市管内の
整備延長(管内全体：66.4㎞)

目標達成率（実績／目標） 121.5 94.7 100.0

850 848

千円

事業費　決算 （C+D+E） （B） 782 838 765

治水対策事業費 事業費　予算 （A） 890 887

財
源
内
訳

国道支出金 （C） 0 0 0

一般財源 （E） 782 838 765

その他 （D） 0 0 0

職員数（関与割合） （G） 0.42 0.42 0.42

人件費 （F） 3083 3125 3,125

人

総事業費 （B+F） （H） 3865 3963 3,890 千円

80.3 ％

活動単位当たりのコスト （H/活動実績） （J） 386.5 396.3 389.0

人件費率 （F/H） （Ｉ） 79.8 78.9

千円

治水対策事業



◎項目別評価（ＣＨＥＣＫ）

◎今後の方向性（ＡＣＴＩＯＮ）

◎二次評価

◎関連

事務事業の性質

Ⅰ 市が保障する市民生活の最低水準に関わる事業
事務事業
の必要性

市民ニーズの動向

Ⅰ 社会情勢の変化により、市民ニーズが増加傾向にあるもの

ⅠⅡ 市民ニーズの動向や利用者の需要に大きな変化がないもの
Ⅲ

ⅡⅡ 市民の生命・財産・権利を守るために必要な事業
Ⅲ 市民生活を豊かにするために実施する特色ある事業
Ⅳ 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの

社会情勢の変化により、市民ニーズが減少傾向にあるもの
Ⅳ 市内部組織を対象とするなど、市民ニーズとは直接関連しないもの

経済性
実施方法の変更などにより
事業費の削減が図られてい
るか(総事業費）

A 事業費は削減傾向にある

企業や市民団体等による実施が妥当な事業

対象者の範囲

Ⅰ 大多数の市民に提供され、市民生活に必要不可欠なもの

Ⅰ
Ⅱ 大多数の市民に提供されるが、選択可能なもの
Ⅲ 特定の個人又は集団に提供され、市民生活に必要不可欠なもの
Ⅳ

市の関与
の妥当性

事務事業の実施主体

Ⅰ 法令等の定めにより、市が実施主体となる事業

ⅢⅡ 法令等の定めはないが、公共性や公益性の観点から市が実施主体となる事業

Ⅲ 企業や市民団体等が実施主体となり、市が補完的な役割を行う事業
Ⅳ

BB 事業費に大きな変動はない

C 事業費は増加傾向にある

－ 当年度からの新規事業

特定の個人又は集団に提供されるが、選択可能なもの
Ⅴ 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの

当年度からの新規事業

有効性
事業目的を達成できている
か（目標達成率）

A 95％以上達成できている

AB 70から95％達成できている

C 70％未満の達成率である

効率性
作業手順の見直しにより、
業務改善が図られているか
（活動単位当たりのコスト）

A コストは削減傾向にある

BB コストに大きな変動はない

C コストは増加傾向にある

－

－ 目標達成率が算出できない

C評点の場
合、その理
由・原因

手段の
妥当性

事業目的を達成するために
実施している細事業につい
て、類似事業はないか

A 類似事業はない又は人件費事業である

AB 類似事業を含むが、統合・移管するには十分検証する必要がある

C 類似事業を含み、部分的に統合・移管が可能である

D 統合・移管すべき事業を含む

前年の
二次評価
コメント

改善
内容
→

総合評価
現状と
課題

　千歳川等の堤防整備については完成時期が未定であることから、早期完成に向け今後も国に対し要望活動を行うとともに、
市街地の千歳川沿いにおける、連続した遊歩道や広場などの水辺環境の整備について、今後も国や北海道に対し要望活動
を行う。

今後の
方向性

1. 現状のまま継続 2. 見直して継続 ３. 休止・廃止 ４. 終了・完了
1

　―１. 拡大 ―２. 縮小

今後の
改善案等

実施予定時期 改善の対象となる項目（細事業等）

・改善（または休止・廃止）
する理由は何か
・どのように改善するのか

―３. 手段の見直し ―４. その他（統合・移管等）

↓「現状のまま継続」の場合は、本事業により得られる事業効果を以下の欄に記入してください。

事業効果 治水対策と河川環境整備に係る整備促進。

↓「見直して継続」・「休止・廃止」の場合は以下の欄に記入してください。

市長公約

二次評価
コメント

※この欄は、評価委員会による二次評価欄なので、担当課では記載しないでください。

実施計画
重点施策

今後の
方向性

１. 現状のまま継続 ２. 見直して継続 ３. 休止・廃止 ４. 終了・完了

　―１. 拡大 ―２. 縮小 ―３. 手段の見直し ―４. その他（統合・移管等）

治水対策事業



令和元年度　事務事業評価表 〈令和２年度 評価実施〉 千歳市

◎基本情報

◎事業概要（ＰＬＡＮ）

◎実施結果（ＤＯ） 令和２年度は見込値

↓　活動単位当たりのコスト算出指標（１つ選択）

○ 1

2

3

第６期総合計画
への位置付け

まちづくりの基本目標 展開方針 施　　策

都市機能が充実したまち 道路体系の整備 広域道路網の整備促進

事業番号 603102

事業名 高速道路建設促進期成会業務
事業期間 不明～終期なし

事業の種類 自主事業

実施根拠 実施の根拠法令・条例等の名称 その他

事業担当 建設部事業庶務課事業調整係 連
絡
先

e-mail jigyoshomu@city.chitose.lg.jp

電話番号

建設事業の促進を図る。

北海道高速道路建設促進期成会業務

（総合代表） 0123-24-3131 内線 262

評価者 事業庶務課長　菊地　　誠 （直通番号） 0123-24-0677

指標名
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 単位

事業
内容

目的を達成するた
め、手段としてどのよ
うな活動を行っている
のか

　地域間を結ぶ高速ネットワークの形成による、空・陸交通の拠点機能の強化
を図るため、北海道横断自動車道（千歳～釧路・北見間）の早期全線開通に
向けた要望活動及び事業調整を行っている。

事業
目的

<対象>
誰（何）を対象にして
いるか

高速道路（横断自動車道　千歳～本別～釧路・北見間）

細事業
北海道横断自動車道中央地区建設促進
期成会業務
北海道横断自動車道早期建設促進期成
会業務

<意図>
対象をどのような状態
にしたい（目指す）
のか

2 回

北海道横断自動車道早期建設促進期成
会業務の要望など促進活動回数

実績 4 4 4 4 回

北海道横断自動車道中央地区建設促進
期成会の要望など促進活動回数

実績 2 2 2

2 2 回

成果
指標

対象に
どのような
効果が
あったか
示す指標

　
本来の
指標 千歳～釧路間供用率

目標 93 93

活動
指標

実施した
事業の

活動量を
示す指標

北海道高速道路建設促進期成会業務の
要望など促進活動回数

実績 2 2

93 93

％代替
指標

実績 93 93 93

％

予算事業名称 コスト分析 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 単位

計算式
指標の説明

目標達成率（実績／目標） 100.0 100.0 100.0

184 164

千円

事業費　決算 （C+D+E） （B） 112 117 184

高速道路建設促進対策事業
費 事業費　予算 （A） 172 172

財
源
内
訳

国道支出金 （C） 0 0 0

一般財源 （E） 112 117 184

その他 （D） 0 0 0

職員数（関与割合） （G） 0.12 0.12 0.12

人件費 （F） 863 875 875

人

総事業費 （B+F） （H） 975 992 1,059 千円

82.6 ％

活動単位当たりのコスト （H/活動実績） （J） 487.5 496.0 529.5

人件費率 （F/H） （Ｉ） 88.5 88.2

千円

高速道路建設促進期成会業務



◎項目別評価（ＣＨＥＣＫ）

◎今後の方向性（ＡＣＴＩＯＮ）

◎二次評価

◎関連

事務事業の性質

Ⅰ 市が保障する市民生活の最低水準に関わる事業
事務事業
の必要性

市民ニーズの動向

Ⅰ 社会情勢の変化により、市民ニーズが増加傾向にあるもの

ⅠⅡ 市民ニーズの動向や利用者の需要に大きな変化がないもの
Ⅲ

ⅢⅡ 市民の生命・財産・権利を守るために必要な事業
Ⅲ 市民生活を豊かにするために実施する特色ある事業
Ⅳ 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの

社会情勢の変化により、市民ニーズが減少傾向にあるもの
Ⅳ 市内部組織を対象とするなど、市民ニーズとは直接関連しないもの

経済性
実施方法の変更などにより
事業費の削減が図られてい
るか(総事業費）

A 事業費は削減傾向にある

企業や市民団体等による実施が妥当な事業

対象者の範囲

Ⅰ 大多数の市民に提供され、市民生活に必要不可欠なもの

Ⅱ
Ⅱ 大多数の市民に提供されるが、選択可能なもの
Ⅲ 特定の個人又は集団に提供され、市民生活に必要不可欠なもの
Ⅳ

市の関与
の妥当性

事務事業の実施主体

Ⅰ 法令等の定めにより、市が実施主体となる事業

ⅢⅡ 法令等の定めはないが、公共性や公益性の観点から市が実施主体となる事業

Ⅲ 企業や市民団体等が実施主体となり、市が補完的な役割を行う事業
Ⅳ

BB 事業費に大きな変動はない

C 事業費は増加傾向にある

－ 当年度からの新規事業

特定の個人又は集団に提供されるが、選択可能なもの
Ⅴ 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの

当年度からの新規事業

有効性
事業目的を達成できている
か（目標達成率）

A 95％以上達成できている

AB 70から95％達成できている

C 70％未満の達成率である

効率性
作業手順の見直しにより、
業務改善が図られているか
（活動単位当たりのコスト）

A コストは削減傾向にある

BB コストに大きな変動はない

C コストは増加傾向にある

－

－ 目標達成率が算出できない

C評点の場
合、その理
由・原因

手段の
妥当性

事業目的を達成するために
実施している細事業につい
て、類似事業はないか

A 類似事業はない又は人件費事業である

AB 類似事業を含むが、統合・移管するには十分検証する必要がある

C 類似事業を含み、部分的に統合・移管が可能である

D 統合・移管すべき事業を含む

前年の
二次評価
コメント

改善
内容
→

総合評価
現状と
課題

　未着手路線の着手、４車線化及び老朽化対策の推進による信頼性の高い輸送路の確保などに向け、安定的・継続的な予
算の確保が必要であり、期成会副会長として、国、北海道等の関係機関に事業の促進を働きかける要望活動を行う。

今後の
方向性

1. 現状のまま継続 2. 見直して継続 ３. 休止・廃止 ４. 終了・完了
1

　―１. 拡大 ―２. 縮小

今後の
改善案等

実施予定時期 改善の対象となる項目（細事業等）

・改善（または休止・廃止）
する理由は何か
・どのように改善するのか

―３. 手段の見直し ―４. その他（統合・移管等）

↓「現状のまま継続」の場合は、本事業により得られる事業効果を以下の欄に記入してください。

事業効果 各地域間を結ぶ高速ネットワークの形成を促進できる。

↓「見直して継続」・「休止・廃止」の場合は以下の欄に記入してください。

市長公約

二次評価
コメント

※この欄は、評価委員会による二次評価欄なので、担当課では記載しないでください。

実施計画
重点施策

今後の
方向性

１. 現状のまま継続 ２. 見直して継続 ３. 休止・廃止 ４. 終了・完了

　―１. 拡大 ―２. 縮小 ―３. 手段の見直し ―４. その他（統合・移管等）

高速道路建設促進期成会業務



令和元年度　事務事業評価表 〈令和２年度 評価実施〉 千歳市

◎基本情報

◎事業概要（ＰＬＡＮ）

◎実施結果（ＤＯ） 令和２年度は見込値

↓　活動単位当たりのコスト算出指標（１つ選択）

○ 1

2

3

第６期総合計画
への位置付け

まちづくりの基本目標 展開方針 施　　策

都市機能が充実したまち 道路体系の整備 広域道路網の整備促進

事業番号 603103

事業名 国道整備促進業務
事業期間 不明～終期なし

事業の種類 自主事業

実施根拠 実施の根拠法令・条例等の名称 その他

事業担当 建設部事業庶務課事業調整係 連
絡
先

e-mail jigyoshomu@city.chitose.lg.jp

電話番号

建設・整備事業の促進を図る。

（総合代表） 0123-24-3131 内線 262

評価者 事業庶務課長　菊地　　誠 （直通番号） 0123-24-0677

指標名
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 単位

事業
内容

目的を達成するた
め、手段としてどのよ
うな活動を行っている
のか

　広域的な都市間交通を確保するとともに、市街地内における混雑の緩和、都
市基盤整備の促進、空港アクセス機能の充実、安全な交通環境の確保などの
ため要望活動及び事業調整を行っている。

事業
目的

<対象>
誰（何）を対象にして
いるか

国道(道央圏連絡道路、国道453号支笏湖地区崖地対策)

細事業

道央圏連絡道路整備促進期成会業務

国道整備促進業務

<意図>
対象をどのような状態
にしたい（目指す）
のか

3 回

国道整備のための要望など促進活動回数 実績 10 10 10 10 回

道央圏連絡道路整備促進期成会業務の
要望など促進活動回数

実績 3 3 3

成果
指標

対象に
どのような
効果が
あったか
示す指標

　
本来の
指標 道央圏連絡道路の供用率

目標 62 62

活動
指標

実施した
事業の

活動量を
示す指標

実績

73 72

％代替
指標

実績 62 62 72

％

予算事業名称 コスト分析 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 単位

計算式
指標の説明

目標達成率（実績／目標） 100.0 100.0 98.7

170 175

千円

事業費　決算 （C+D+E） （B） 129 56 68

国道整備促進事業費 事業費　予算 （A） 172 172

財
源
内
訳

国道支出金 （C） 0 0 0

一般財源 （E） 129 56 68

その他 （D） 0 0 0

職員数（関与割合） （G） 0.23 0.23 0.23

人件費 （F） 1696 1719 1,719

人

総事業費 （B+F） （H） 1825 1775 1,787 千円

96.2 ％

活動単位当たりのコスト （H/活動実績） （J） 608.3 591.7 595.7

人件費率 （F/H） （Ｉ） 92.9 96.8

千円

国道整備促進業務



◎項目別評価（ＣＨＥＣＫ）

◎今後の方向性（ＡＣＴＩＯＮ）

◎二次評価

◎関連

事務事業の性質

Ⅰ 市が保障する市民生活の最低水準に関わる事業
事務事業
の必要性

市民ニーズの動向

Ⅰ 社会情勢の変化により、市民ニーズが増加傾向にあるもの

ⅠⅡ 市民ニーズの動向や利用者の需要に大きな変化がないもの
Ⅲ

ⅢⅡ 市民の生命・財産・権利を守るために必要な事業
Ⅲ 市民生活を豊かにするために実施する特色ある事業
Ⅳ 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの

社会情勢の変化により、市民ニーズが減少傾向にあるもの
Ⅳ 市内部組織を対象とするなど、市民ニーズとは直接関連しないもの

経済性
実施方法の変更などにより
事業費の削減が図られてい
るか(総事業費）

A 事業費は削減傾向にある

企業や市民団体等による実施が妥当な事業

対象者の範囲

Ⅰ 大多数の市民に提供され、市民生活に必要不可欠なもの

Ⅱ
Ⅱ 大多数の市民に提供されるが、選択可能なもの
Ⅲ 特定の個人又は集団に提供され、市民生活に必要不可欠なもの
Ⅳ

市の関与
の妥当性

事務事業の実施主体

Ⅰ 法令等の定めにより、市が実施主体となる事業

ⅢⅡ 法令等の定めはないが、公共性や公益性の観点から市が実施主体となる事業

Ⅲ 企業や市民団体等が実施主体となり、市が補完的な役割を行う事業
Ⅳ

BB 事業費に大きな変動はない

C 事業費は増加傾向にある

－ 当年度からの新規事業

特定の個人又は集団に提供されるが、選択可能なもの
Ⅴ 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの

当年度からの新規事業

有効性
事業目的を達成できている
か（目標達成率）

A 95％以上達成できている

AB 70から95％達成できている

C 70％未満の達成率である

効率性
作業手順の見直しにより、
業務改善が図られているか
（活動単位当たりのコスト）

A コストは削減傾向にある

BB コストに大きな変動はない

C コストは増加傾向にある

－

－ 目標達成率が算出できない

C評点の場
合、その理
由・原因

手段の
妥当性

事業目的を達成するために
実施している細事業につい
て、類似事業はないか

A 類似事業はない又は人件費事業である

AB 類似事業を含むが、統合・移管するには十分検証する必要がある

C 類似事業を含み、部分的に統合・移管が可能である

D 統合・移管すべき事業を含む

前年の
二次評価
コメント

改善
内容
→

総合評価
現状と
課題

　令和元年度に道央圏連絡道路「泉郷道路」が完成したほか、現在、国道36号の「交通安全対策、無電柱化」、国道453号
の「交通安全対策、災害対策」など、これらの整備促進に向けた安定的・継続的な予算の確保が求められることから、今後も
国に対し要望活動を行う。

今後の
方向性

1. 現状のまま継続 2. 見直して継続 ３. 休止・廃止 ４. 終了・完了
1

　―１. 拡大 ―２. 縮小

今後の
改善案等

実施予定時期 改善の対象となる項目（細事業等）

・改善（または休止・廃止）
する理由は何か
・どのように改善するのか

―３. 手段の見直し ―４. その他（統合・移管等）

↓「現状のまま継続」の場合は、本事業により得られる事業効果を以下の欄に記入してください。

事業効果 地域の産業や経済の振興、発展。

↓「見直して継続」・「休止・廃止」の場合は以下の欄に記入してください。

市長公約

二次評価
コメント

※この欄は、評価委員会による二次評価欄なので、担当課では記載しないでください。

実施計画
重点施策

今後の
方向性

１. 現状のまま継続 ２. 見直して継続 ３. 休止・廃止 ４. 終了・完了

　―１. 拡大 ―２. 縮小 ―３. 手段の見直し ―４. その他（統合・移管等）

国道整備促進業務



令和元年度　事務事業評価表 〈令和２年度 評価実施〉 千歳市

◎基本情報

◎事業概要（ＰＬＡＮ）

◎実施結果（ＤＯ） 令和２年度は見込値

↓　活動単位当たりのコスト算出指標（１つ選択）

○ 1

2

3

第６期総合計画
への位置付け

まちづくりの基本目標 展開方針 施　　策

都市機能が充実したまち 道路体系の整備 広域道路網の整備促進

事業番号 603104

事業名 道道整備促進業務
事業期間 不明～終期なし

事業の種類 自主事業

実施根拠 実施の根拠法令・条例等の名称 その他

事業担当 建設部事業庶務課事業調整係 連
絡
先

e-mail jigyoshomu@city.chitose.lg.jp

電話番号

整備事業の促進を図る。

（総合代表） 0123-24-3131 内線 262

評価者 事業庶務課長　菊地　　誠 （直通番号） 0123-24-0677

指標名
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 単位

事業
内容

目的を達成するた
め、手段としてどのよ
うな活動を行っている
のか

　周辺市町村との地域間交通の円滑化、効率化を図るため道道整備に向けた
要望活動及び事業調整を行っている。

事業
目的

<対象>
誰（何）を対象にして
いるか

道道（道道泉沢新千歳空港線、支笏湖公園線、舞鶴追分線）

細事業

道道整備促進業務

<意図>
対象をどのような状態
にしたい（目指す）
のか

10 回

実績

道道整備のための北海道及び関係地権者
等との事業調整回数

実績 10 10 10

成果
指標

対象に
どのような
効果が
あったか
示す指標

　
本来の
指標 道道泉沢新千歳空港線供用率

目標 74 74

活動
指標

実施した
事業の

活動量を
示す指標

実績

74 74

％代替
指標

実績 74 74 74

％

予算事業名称 コスト分析 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 単位

計算式
指標の説明

目標達成率（実績／目標） 100.0 100.0 100.0

0 0

千円

事業費　決算 （C+D+E） （B） 0 0 0

（人件費事業） 事業費　予算 （A） 0 0

財
源
内
訳

国道支出金 （C） 0 0 0

一般財源 （E） 0 0 0

その他 （D） 0 0 0

職員数（関与割合） （G） 0.17 0.15 0.15

人件費 （F） 1233 1094 1,094

人

総事業費 （B+F） （H） 1233 1094 1,094 千円

100.0 ％

活動単位当たりのコスト （H/活動実績） （J） 123.3 109.4 109.4

人件費率 （F/H） （Ｉ） 100.0 100.0

千円

道道整備促進業務



◎項目別評価（ＣＨＥＣＫ）

◎今後の方向性（ＡＣＴＩＯＮ）

◎二次評価

◎関連

事務事業の性質

Ⅰ 市が保障する市民生活の最低水準に関わる事業
事務事業
の必要性

市民ニーズの動向

Ⅰ 社会情勢の変化により、市民ニーズが増加傾向にあるもの

ⅠⅡ 市民ニーズの動向や利用者の需要に大きな変化がないもの
Ⅲ

ⅢⅡ 市民の生命・財産・権利を守るために必要な事業
Ⅲ 市民生活を豊かにするために実施する特色ある事業
Ⅳ 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの

社会情勢の変化により、市民ニーズが減少傾向にあるもの
Ⅳ 市内部組織を対象とするなど、市民ニーズとは直接関連しないもの

経済性
実施方法の変更などにより
事業費の削減が図られてい
るか(総事業費）

A 事業費は削減傾向にある

企業や市民団体等による実施が妥当な事業

対象者の範囲

Ⅰ 大多数の市民に提供され、市民生活に必要不可欠なもの

Ⅱ
Ⅱ 大多数の市民に提供されるが、選択可能なもの
Ⅲ 特定の個人又は集団に提供され、市民生活に必要不可欠なもの
Ⅳ

市の関与
の妥当性

事務事業の実施主体

Ⅰ 法令等の定めにより、市が実施主体となる事業

ⅢⅡ 法令等の定めはないが、公共性や公益性の観点から市が実施主体となる事業

Ⅲ 企業や市民団体等が実施主体となり、市が補完的な役割を行う事業
Ⅳ

BB 事業費に大きな変動はない

C 事業費は増加傾向にある

－ 当年度からの新規事業

特定の個人又は集団に提供されるが、選択可能なもの
Ⅴ 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの

当年度からの新規事業

有効性
事業目的を達成できている
か（目標達成率）

A 95％以上達成できている

AB 70から95％達成できている

C 70％未満の達成率である

効率性
作業手順の見直しにより、
業務改善が図られているか
（活動単位当たりのコスト）

A コストは削減傾向にある

BB コストに大きな変動はない

C コストは増加傾向にある

－

－ 目標達成率が算出できない

C評点の場
合、その理
由・原因

手段の
妥当性

事業目的を達成するために
実施している細事業につい
て、類似事業はないか

A 類似事業はない又は人件費事業である

AB 類似事業を含むが、統合・移管するには十分検証する必要がある

C 類似事業を含み、部分的に統合・移管が可能である

D 統合・移管すべき事業を含む

前年の
二次評価
コメント

改善
内容
→

総合評価
現状と
課題

　新千歳空港インターチェンジが供用開始し、４車線化に向け調査が進められている。
　支笏湖方面へ連結する泉沢新千歳空港線の４車線化及び延伸は、幹線道路の連結や、空港機能強化の観点からも重要
であることから、今後も事業実施に向け北海道への要望活動を行う。

今後の
方向性

1. 現状のまま継続 2. 見直して継続 ３. 休止・廃止 ４. 終了・完了
1

　―１. 拡大 ―２. 縮小

今後の
改善案等

実施予定時期 改善の対象となる項目（細事業等）

・改善（または休止・廃止）
する理由は何か
・どのように改善するのか

―３. 手段の見直し ―４. その他（統合・移管等）

↓「現状のまま継続」の場合は、本事業により得られる事業効果を以下の欄に記入してください。

事業効果 地域の産業や経済の振興、発展。

↓「見直して継続」・「休止・廃止」の場合は以下の欄に記入してください。

市長公約

二次評価
コメント

※この欄は、評価委員会による二次評価欄なので、担当課では記載しないでください。

実施計画
重点施策

今後の
方向性

１. 現状のまま継続 ２. 見直して継続 ３. 休止・廃止 ４. 終了・完了

　―１. 拡大 ―２. 縮小 ―３. 手段の見直し ―４. その他（統合・移管等）

道道整備促進業務



令和元年度　事務事業評価表 〈令和２年度 評価実施〉 千歳市

◎基本情報

◎事業概要（ＰＬＡＮ）

◎実施結果（ＤＯ） 令和２年度は見込値

↓　活動単位当たりのコスト算出指標（１つ選択）

○ 1

2

3

第６期総合計画
への位置付け

まちづくりの基本目標 展開方針 施　　策

都市機能が充実したまち 緑地の保全及び緑化の推進 参加と協働による緑化の推進

事業番号 605201

事業名 緑化推進事業
事業期間 不明～終期なし

事業の種類 自主事業

実施根拠 実施の根拠法令・条例等の名称 条例 千歳市緑化条例

事業担当 建設部都市整備課公園管理係 連
絡
先

e-mail toshiseibi@city.chitose.lg.jp

電話番号

緑化思想の普及・啓発および緑化推進事業の発展振興。

保全樹林・樹木維持管理

緑化推進団体業務

（総合代表） 0123-24-3131 内線 398

評価者 都市整備課長　押川　昌之　 （直通番号） 0123-24-0697

指標名
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 単位

緑化行事調査業務

事業
内容

目的を達成するた
め、手段としてどのよ
うな活動を行っている
のか

　樹林、水辺、公園、街路樹、庭木、花壇など市内には様々な緑があり、これら
の緑は、街の環境衛生、景観、防災、健康増進を高めるなど多くの役割をも
ち、市民が快適な生活をおくる上で欠かせないものとなっている。このことから、
市民に緑化思想の普及・啓発を図るため、千歳市緑の基本計画に基づき、緑
を守る、育てる、親しむ、ふれあう事業などを(公財)ちとせ環境と緑の財団と連
携して進めている。

事業
目的

<対象>
誰（何）を対象にして
いるか

市民

細事業

ちとせ環境と緑の財団運営費交付事業

千歳市緑化推進委員会事業

<意図>
対象をどのような状態
にしたい（目指す）
のか

39,288 千円

募金額（千歳市緑化推進委員会） 実績 490 515 405 520 千円

（公財）ちとせ環境と緑の財団運営費交付
金額

実績 34309 33683 36,169

11 11 団体

成果
指標

対象に
どのような
効果が
あったか
示す指標

　
本来の
指標 市民の緑化思想の普及度

目標 24 24

活動
指標

実施した
事業の

活動量を
示す指標

緑化推進団体数 実績 11 10

24 24

回○
代替
指標 緑化振興事業の実施回数

実績 24 24 26

％

予算事業名称 コスト分析 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 単位

計算式
指標の説明

目標達成率（実績／目標） 100.0 100.0 108.4

38,283 40,035

千円

事業費　決算 （C+D+E） （B） 32524 34212 36,613

緑化推進事業費 事業費　予算 （A） 35052 34726

財
源
内
訳

国道支出金 （C） 0 0 0

一般財源 （E） 32524 34212 36,613

その他 （D） 0 0 0

職員数（関与割合） （G） 0.66 0.30 0.29

人件費 （F） 3505 2188 2,188

人

総事業費 （B+F） （H） 36029 36400 38,801 千円

5.6 ％

活動単位当たりのコスト （H/活動実績） （J） 1.1 1.1 1.1

人件費率 （F/H） （Ｉ） 9.7 6.0

千円

緑化推進事業



◎項目別評価（ＣＨＥＣＫ）

◎今後の方向性（ＡＣＴＩＯＮ）

◎二次評価

◎関連

事務事業の性質

Ⅰ 市が保障する市民生活の最低水準に関わる事業
事務事業
の必要性

市民ニーズの動向

Ⅰ 社会情勢の変化により、市民ニーズが増加傾向にあるもの

ⅡⅡ 市民ニーズの動向や利用者の需要に大きな変化がないもの
Ⅲ

ⅢⅡ 市民の生命・財産・権利を守るために必要な事業
Ⅲ 市民生活を豊かにするために実施する特色ある事業
Ⅳ 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの

社会情勢の変化により、市民ニーズが減少傾向にあるもの
Ⅳ 市内部組織を対象とするなど、市民ニーズとは直接関連しないもの

経済性
実施方法の変更などにより
事業費の削減が図られてい
るか(総事業費）

A 事業費は削減傾向にある

企業や市民団体等による実施が妥当な事業

対象者の範囲

Ⅰ 大多数の市民に提供され、市民生活に必要不可欠なもの

Ⅱ
Ⅱ 大多数の市民に提供されるが、選択可能なもの
Ⅲ 特定の個人又は集団に提供され、市民生活に必要不可欠なもの
Ⅳ

市の関与
の妥当性

事務事業の実施主体

Ⅰ 法令等の定めにより、市が実施主体となる事業

ⅢⅡ 法令等の定めはないが、公共性や公益性の観点から市が実施主体となる事業

Ⅲ 企業や市民団体等が実施主体となり、市が補完的な役割を行う事業
Ⅳ

BB 事業費に大きな変動はない

C 事業費は増加傾向にある

－ 当年度からの新規事業

特定の個人又は集団に提供されるが、選択可能なもの
Ⅴ 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの

当年度からの新規事業

有効性
事業目的を達成できている
か（目標達成率）

A 95％以上達成できている

AB 70から95％達成できている

C 70％未満の達成率である

効率性
作業手順の見直しにより、
業務改善が図られているか
（活動単位当たりのコスト）

A コストは削減傾向にある

BB コストに大きな変動はない

C コストは増加傾向にある

－

－ 目標達成率が算出できない

C評点の場
合、その理
由・原因

手段の
妥当性

事業目的を達成するために
実施している細事業につい
て、類似事業はないか

A 類似事業はない又は人件費事業である

BB 類似事業を含むが、統合・移管するには十分検証する必要がある

C 類似事業を含み、部分的に統合・移管が可能である

D 統合・移管すべき事業を含む

前年の
二次評価
コメント

改善
内容
→

総合評価
現状と
課題

緑化振興事業は、多くの市民の方々の参加をいただきながら事業展開を行っており、潤いある街づくりに欠かせないものであ
る。今後においては、事業の見直しなどにより、さらなる市民参加が得られるよう、効果的に広報活動を行い、緑豊かなまちづく
りを継続していく。

今後の
方向性

1. 現状のまま継続 2. 見直して継続 ３. 休止・廃止 ４. 終了・完了
1

　―１. 拡大 ―２. 縮小

今後の
改善案等

実施予定時期 改善の対象となる項目（細事業等）

・改善（または休止・廃止）
する理由は何か
・どのように改善するのか

―３. 手段の見直し ―４. その他（統合・移管等）

↓「現状のまま継続」の場合は、本事業により得られる事業効果を以下の欄に記入してください。

事業効果 市民が快適な生活を送る上で欠かすことのできない緑豊かな潤いのある生活環境の提供。

↓「見直して継続」・「休止・廃止」の場合は以下の欄に記入してください。

市長公約

二次評価
コメント

※この欄は、評価委員会による二次評価欄なので、担当課では記載しないでください。

実施計画
重点施策

今後の
方向性

１. 現状のまま継続 ２. 見直して継続 ３. 休止・廃止 ４. 終了・完了

　―１. 拡大 ―２. 縮小 ―３. 手段の見直し ―４. その他（統合・移管等）

緑化推進事業



令和元年度　事務事業評価表 〈令和２年度 評価実施〉 千歳市

◎基本情報

◎事業概要（ＰＬＡＮ）

◎実施結果（ＤＯ） 令和２年度は見込値

↓　活動単位当たりのコスト算出指標（１つ選択）

○ 1

2

3

第６期総合計画
への位置付け

まちづくりの基本目標 展開方針 施　　策

安全で安心して暮らせるまち 住宅環境の整備 住宅対策の充実

事業番号 305104

事業名 中高層建築物指導業務
事業期間 H04～終期なし

事業の種類 自主事業

実施根拠 実施の根拠法令・条例等の名称 規則・要綱等 千歳市中高層建築物の建築に関する指導要綱

事業担当 建設部建築課建築指導係 連
絡
先

e-mail kenchiku@city.chitose.lg.jp

電話番号

適正な住環境の下で快適な生活ができるようにする。

（総合代表） 0123-24-3131 内線 328

評価者 建築課長　後藤　詔章　 （直通番号） 0123-24-0751

指標名
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 単位

事業
内容

目的を達成するた
め、手段としてどのよ
うな活動を行っている
のか

　10ｍを超える建築物に係る建築計画の事前公開等に関し必要な事項を定
め、紛争を防止し、居住環境の保全に努める。

事業
目的

<対象>
誰（何）を対象にして
いるか

中高層建築物の影響のある周辺市民

細事業

中高層建築物指導業務

<意図>
対象をどのような状態
にしたい（目指す）
のか

10 件

実績

中高層建築物申請件数 実績 6 11 12

成果
指標

対象に
どのような
効果が
あったか
示す指標

　
本来の
指標 適正に指導した率

目標 100 100

活動
指標

実施した
事業の

活動量を
示す指標

実績

100 100

％
代替
指標

実績 100 100 100

％

予算事業名称 コスト分析 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 単位

計算式
指標の説明

指導要綱による届出件数／該当（10m超）
件数

目標達成率（実績／目標） 100.0 100.0 100.0

128 129

千円

事業費　決算 （C+D+E） （B） 0 2 0

中高層建築物指導業務経費 事業費　予算 （A） 128 128

財
源
内
訳

国道支出金 （C） 0 0 0

一般財源 （E） 0 2 0

その他 （D） 0 0 0

職員数（関与割合） （G） 0.15 0.15 0.15

人件費 （F） 1079 1094 1,094

人

総事業費 （B+F） （H） 1079 1096 1,094 千円

100.0 ％

活動単位当たりのコスト （H/活動実績） （J） 179.8 99.6 91.2

人件費率 （F/H） （Ｉ） 100.0 99.8

千円

中高層建築物指導業務



◎項目別評価（ＣＨＥＣＫ）

◎今後の方向性（ＡＣＴＩＯＮ）

◎二次評価

◎関連

事務事業の性質

Ⅰ 市が保障する市民生活の最低水準に関わる事業
事務事業
の必要性

市民ニーズの動向

Ⅰ 社会情勢の変化により、市民ニーズが増加傾向にあるもの

ⅡⅡ 市民ニーズの動向や利用者の需要に大きな変化がないもの
Ⅲ

ⅡⅡ 市民の生命・財産・権利を守るために必要な事業
Ⅲ 市民生活を豊かにするために実施する特色ある事業
Ⅳ 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの

社会情勢の変化により、市民ニーズが減少傾向にあるもの
Ⅳ 市内部組織を対象とするなど、市民ニーズとは直接関連しないもの

経済性
実施方法の変更などにより
事業費の削減が図られてい
るか(総事業費）

A 事業費は削減傾向にある

企業や市民団体等による実施が妥当な事業

対象者の範囲

Ⅰ 大多数の市民に提供され、市民生活に必要不可欠なもの

Ⅳ
Ⅱ 大多数の市民に提供されるが、選択可能なもの
Ⅲ 特定の個人又は集団に提供され、市民生活に必要不可欠なもの
Ⅳ

市の関与
の妥当性

事務事業の実施主体

Ⅰ 法令等の定めにより、市が実施主体となる事業

ⅢⅡ 法令等の定めはないが、公共性や公益性の観点から市が実施主体となる事業

Ⅲ 企業や市民団体等が実施主体となり、市が補完的な役割を行う事業
Ⅳ

BB 事業費に大きな変動はない

C 事業費は増加傾向にある

－ 当年度からの新規事業

特定の個人又は集団に提供されるが、選択可能なもの
Ⅴ 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの

当年度からの新規事業

有効性
事業目的を達成できている
か（目標達成率）

A 95％以上達成できている

AB 70から95％達成できている

C 70％未満の達成率である

効率性
作業手順の見直しにより、
業務改善が図られているか
（活動単位当たりのコスト）

A コストは削減傾向にある

BB コストに大きな変動はない

C コストは増加傾向にある

－

－ 目標達成率が算出できない

C評点の場
合、その理
由・原因

手段の
妥当性

事業目的を達成するために
実施している細事業につい
て、類似事業はないか

A 類似事業はない又は人件費事業である

AB 類似事業を含むが、統合・移管するには十分検証する必要がある

C 類似事業を含み、部分的に統合・移管が可能である

D 統合・移管すべき事業を含む

前年の
二次評価
コメント

改善
内容
→

総合評価
現状と
課題

中高層建築物の建築に関する指導要綱は、日照や受信障害などの近隣住民との紛争の未然防止と紛争が生じた場合の自
主的な解決を図る上で有効である。

今後の
方向性

1. 現状のまま継続 2. 見直して継続 ３. 休止・廃止 ４. 終了・完了
1

　―１. 拡大 ―２. 縮小

今後の
改善案等

実施予定時期 改善の対象となる項目（細事業等）

・改善（または休止・廃止）
する理由は何か
・どのように改善するのか

―３. 手段の見直し ―４. その他（統合・移管等）

↓「現状のまま継続」の場合は、本事業により得られる事業効果を以下の欄に記入してください。

事業効果 日照や受信障害などの近隣住民との紛争の未然防止による居住環境の保全

↓「見直して継続」・「休止・廃止」の場合は以下の欄に記入してください。

市長公約

二次評価
コメント

※この欄は、評価委員会による二次評価欄なので、担当課では記載しないでください。

実施計画
重点施策

今後の
方向性

１. 現状のまま継続 ２. 見直して継続 ３. 休止・廃止 ４. 終了・完了

　―１. 拡大 ―２. 縮小 ―３. 手段の見直し ―４. その他（統合・移管等）

中高層建築物指導業務



令和元年度　事務事業評価表 〈令和２年度 評価実施〉 千歳市

◎基本情報

◎事業概要（ＰＬＡＮ）

◎実施結果（ＤＯ） 令和２年度は見込値

↓　活動単位当たりのコスト算出指標（１つ選択）

○ 1

2

3

第６期総合計画
への位置付け

まちづくりの基本目標 展開方針 施　　策

安全で安心して暮らせるまち 住宅環境の整備 耐震・耐久性に優れた家づくりの促進

事業番号 305301

事業名 建築物耐震改修促進事業
事業期間 H19～

事業の種類 自主事業

実施根拠 実施の根拠法令・条例等の名称 法令（任意） 建築物の耐震改修の促進に関する法律

事業担当 建設部建築課建築指導係 連
絡
先

e-mail kenchiku@city.chitose.lg.jp

電話番号

市内住宅の耐震性の向上を図る。

（総合代表） 0123-24-3131 内線 328

評価者 建築課長　後藤　詔章　 （直通番号） 0123-24-0751

指標名
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 単位

事業
内容

目的を達成するた
め、手段としてどのよ
うな活動を行っている
のか

　市内建築物の耐震性の向上を図るため、「建築物の耐震改修の促進に関す
る法律」に基づき、耐震化促進に向けた取組方針や目標等を定めた耐震改修
促進計画を平成20年度に策定し、平成29年3月に改定している。これに基づ
き木造戸建住宅に対する耐震診断費用の助成、地震防災マップの配布及び
出前講座並びに市有建築物に係る耐震化事業の調整を行うことにより市内の
建築物の耐震化を促進する。

事業
目的

<対象>
誰（何）を対象にして
いるか

市内の耐震性の無い住宅

細事業

戸建住宅耐震化補助業務

普及啓発業務

<意図>
対象をどのような状態
にしたい（目指す）
のか

2 件

広報ちとせ掲載等の周知回数 実績 3 4 8 4 回

耐震診断費補助件数 実績 0 0 2

2 2 回

成果
指標

対象に
どのような
効果が
あったか
示す指標

　
本来の
指標 住宅の耐震化率

目標 93 93

活動
指標

実施した
事業の

活動量を
示す指標

出前講座等の実施回数 実績 2 3

94 95

％代替
指標

実績 92 93 93

％

予算事業名称 コスト分析 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 単位

計算式
指標の説明

耐震性を有すると推計される戸数/全戸数

目標達成率（実績／目標） 99.0 100.0 99.0

2,282 2,285

千円

事業費　決算 （C+D+E） （B） 130 30 650

建築物耐震改修促進業務経
費 事業費　予算 （A） 2394 2306

財
源
内
訳

国道支出金 （C） 0 0 623

一般財源 （E） 130 30 27

その他 （D） 0 0 0

職員数（関与割合） （G） 0.19 0.19 0.21

人件費 （F） 1388 1406 1,563

人

総事業費 （B+F） （H） 1518 1436 2,213 千円

70.6 ％

活動単位当たりのコスト （H/活動実績） （J） - - 1,106.5

人件費率 （F/H） （Ｉ） 91.4 97.9

千円

建築物耐震改修促進事業



◎項目別評価（ＣＨＥＣＫ）

◎今後の方向性（ＡＣＴＩＯＮ）

◎二次評価

◎関連

事務事業の性質

Ⅰ 市が保障する市民生活の最低水準に関わる事業
事務事業
の必要性

市民ニーズの動向

Ⅰ 社会情勢の変化により、市民ニーズが増加傾向にあるもの

ⅡⅡ 市民ニーズの動向や利用者の需要に大きな変化がないもの
Ⅲ

ⅡⅡ 市民の生命・財産・権利を守るために必要な事業
Ⅲ 市民生活を豊かにするために実施する特色ある事業
Ⅳ 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの

社会情勢の変化により、市民ニーズが減少傾向にあるもの
Ⅳ 市内部組織を対象とするなど、市民ニーズとは直接関連しないもの

経済性
実施方法の変更などにより
事業費の削減が図られてい
るか(総事業費）

A 事業費は削減傾向にある

企業や市民団体等による実施が妥当な事業

対象者の範囲

Ⅰ 大多数の市民に提供され、市民生活に必要不可欠なもの

Ⅱ
Ⅱ 大多数の市民に提供されるが、選択可能なもの
Ⅲ 特定の個人又は集団に提供され、市民生活に必要不可欠なもの
Ⅳ

市の関与
の妥当性

事務事業の実施主体

Ⅰ 法令等の定めにより、市が実施主体となる事業

ⅠⅡ 法令等の定めはないが、公共性や公益性の観点から市が実施主体となる事業

Ⅲ 企業や市民団体等が実施主体となり、市が補完的な役割を行う事業
Ⅳ

BB 事業費に大きな変動はない

C 事業費は増加傾向にある

－ 当年度からの新規事業

特定の個人又は集団に提供されるが、選択可能なもの
Ⅴ 市内部組織を対象とするなど、市民生活とは直接関連しないもの

当年度からの新規事業

有効性
事業目的を達成できている
か（目標達成率）

A 95％以上達成できている

AB 70から95％達成できている

C 70％未満の達成率である

効率性
作業手順の見直しにより、
業務改善が図られているか
（活動単位当たりのコスト）

A コストは削減傾向にある

BB コストに大きな変動はない

C コストは増加傾向にある

－

－ 目標達成率が算出できない

C評点の場
合、その理
由・原因

手段の
妥当性

事業目的を達成するために
実施している細事業につい
て、類似事業はないか

A 類似事業はない又は人件費事業である

AB 類似事業を含むが、統合・移管するには十分検証する必要がある

C 類似事業を含み、部分的に統合・移管が可能である

D 統合・移管すべき事業を含む

前年の
二次評価
コメント

改善
内容
→

総合評価
現状と
課題

耐震化を促進するため、ホームページに地震防災マップ等の情報掲載、出前講座等の実施、木造住宅の無料耐震診断や補
助制度などによる取り組みをしており、戸建住宅の耐震化率が微増していることから、住宅の耐震化を進めるために、継続した
普及啓発が必要である。

今後の
方向性

1. 現状のまま継続 2. 見直して継続 ３. 休止・廃止 ４. 終了・完了
1

　―１. 拡大 ―２. 縮小

今後の
改善案等

実施予定時期 改善の対象となる項目（細事業等）

・改善（または休止・廃止）
する理由は何か
・どのように改善するのか

―３. 手段の見直し ―４. その他（統合・移管等）

↓「現状のまま継続」の場合は、本事業により得られる事業効果を以下の欄に記入してください。

事業効果 耐震に対する市民意識の向上及び耐震化率の向上が図られる。

↓「見直して継続」・「休止・廃止」の場合は以下の欄に記入してください。

市長公約

二次評価
コメント

※この欄は、評価委員会による二次評価欄なので、担当課では記載しないでください。

実施計画
重点施策

今後の
方向性

１. 現状のまま継続 ２. 見直して継続 ３. 休止・廃止 ４. 終了・完了

　―１. 拡大 ―２. 縮小 ―３. 手段の見直し ―４. その他（統合・移管等）

建築物耐震改修促進事業


